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目標値 １５年度 １６年度

国民がデ
ジタル放送
の特性を
活かした多
様なサービ
スを享受す
ること

539万世帯 830万世帯

事業名 16年度

ＢＳ放送
の新チャ
ンネル
の利用
に関す
る調査
研究

―

有料衛
星放送
の制度
の在り方
に関す
る調査
研究

9.4百万円

項目

ＢＳデジ
タル委
託放送
業務及
び委託
国内放
送業務
の認定

施策名

施策の概要

主な指標の状況

衛星放送は、一つの送信点から一波で全国をカバーし、簡易な受信設備を用いて受信することが
可能であることから、経済的・効率的に全国放送を実現できるという広域性・経済性とともに広帯域の
伝送路の設定が可能となる大容量性・高品質性という特徴を有している。そして、それらの特徴を活
かし、衛星放送は、平成元年の本格的なサービス提供の開始以来、ＢＳ放送を中心とした準基幹的
な役割及びＣＳ放送を中心とした視聴者の多様なニーズに応える役割を果たし、テレビジョン放送の
高精細度化をはじめ、平成８年のＣＳ放送及び平成１２年のＢＳ放送におけるデジタル放送の開始
等、放送サービスの高度化・多様化に先鞭をつけてきた。このような衛星デジタル放送の普及を図る
ことは、上位政策である「高度で利便性の高い多様な放送サービスをどこでも利用できる社会の実
現」に貢献するものである。

なお、衛星デジタル放送の普及状況を評価するにあたっては、民間サービスの契約数ということも
あり国の政策の目標としてなじまないが、ＢＳデジタル受信可能世帯数及びＣＳデジタル放送加入件
数を主な指標としている。

目標値について、従来（17年度体系表記載）の「毎月、把握する」から、「国民がデジタル放送の特
性を活かした多様なサービスを享受すること」に改定した。18年度目標設定表においても、同指標を
設定している。

情報通信政策局
衛星放送課

１７年度

1,172万世帯

（施策40）　衛星デジタル放送の普及 担当部局名

主な指標等

　
　
　
　
施
策
の
主
な
実
施
手
段
の
状
況

予算執行を
主とするもの

8.9百万円

9.1百万円

17年度15年度

概　　　　　　　　　　要

目標年度

概　　　　要

ＢＳデジタル放送受信可能世
帯数

18年度

ＣＳデジタル放送加入件数

国民がデ
ジタル放送
の特性を
活かした多
様なサービ
スを享受す
ること

18年度

制度の企画･
運用を主とす
るもの

364万件 418万件 447万件

電気通
信役務
利用放
送法施
行規則
の改正

　東経１１０度を軌道位置とするCSに関し、通信用に割り当てられている左旋円偏波について電気通
信役務利用放送法を適用することを内容とする省令の改正を行ったもの。

―

9.5百万円

○ ＢＳ放送においては、デジタル放送で高精細度テレビジョン放送が中心であるということをより鮮明
に位置付ける制度整備を実施。（平成１７年８月）

○ 平成１９年中に終了するＢＳアナログハイビジョン放送で使用していたＢＳ第９チャンネルにおいて
新たにデジタル放送を行う者を認定。（平成１７年１２月）

○ ＢＳアナログハイビジョン放送は、平成１９年１１月３０日までに終了し、ＢＳ第９チャンネルで行われ
るデジタル放送の開始は、平成１９年１２月１日からとした。（平成１８年３月）

ＣＳデジタル放送を中心とする有料放
送の普及動向や普及のための課題等
に係る実態調査等を通じて、放送のデ
ジタル化やブロードバンド化の進展、
そして、新しいサービスの登場による、
有料衛星放送制度を取り巻く環境の
変化に対し、利用者のニーズに柔軟
かつ迅速に対応できる環境の整備を
図るもの。

平成23年までに行われるBS放送の全
面デジタル化の動きを見据え、市場動
向や技術動向を見ながら、新たな4
チャンネル等の利用の在り方につい
て、その状況を把握し、視聴者のニー
ズに相応しい必要かつ有効な環境整
備の検討を行うもの。
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項目

本施策に関する
主な資料

　ＣＳデジタル放送については、電気通信役務利用放送法により外資系企業を含
めた新規参入が活発化し、また、プラットフォーム事業者も独占傾向となる等、ブ
ロードバンド化の進展やケーブルテレビの普及等に伴い本格的な競争時代に入り
つつあり、このような動きを踏まえ、ＣＳデジタル放送を中心とした有料衛星放送市
場の健全な発達に資する必要かつ有効な制度整備を行うことが必要である。ま
た、課題の着実な実施に向けた体制整備も必要である。

　「衛星放送の将来像に関する研究会」（座長：舟田正之立教大学法学部教授）において、ＢＳアナロ
グ放送に利用されてい３チャンネル、そして、平成１２年に我が国に追加割当てされた４チャンネルの
利用の在り方、衛星放送の公正かつ有効な競争のための環境整備等、衛星放送の発展に向けた総
合的方策について検討を行っている。

「衛星放送の将来像に関する研究会」
http://www.soumu.go.jp/joho_tsusin/policyreports/chousa/eisei_houso/index.html

予

概　　　　　　　　　　要

予 制 事

　ＢＳ放送については、ＢＳアナログ放送終了時期の明確化はされたものの、周知
広報は十分でない状況であり、デジタル放送の一層の普及に資するアナログ放送
の終了時期の周知広報のための取組の徹底及び、必要かつ有効な制度整備を行
うことが必要である。
　また、２０１１年までに終了することとされているＢＳアナログ放送に利用されてい
３チャンネル、そして、平成１２年に我が国に追加割当てされた４チャンネルの利用
の在り方等、衛星放送の発展に向けた総合的方策について検討及び検討を行うこ
とが必要である。

ＢＳアナ
ログハイ
ビジョン
放送終
了に関
する周
知広報

　平成１７年９月、総務省及び関係事業者等は、①ＢＳアナログ・ハイビジョン放送の終了に係るスケ
ジュール及び必要な準備活動、②２００７年に放送開始が予定されるＢＳデジタル放送に係るスケ
ジュール及び必要な準備活動、③①・②に係る視聴者への周知活動を円滑に実施するために、「ＢＳ
アナログ・ハイビジョン放送の終了及び新たなデジタル放送の開始に係る連絡会」を設置。

　(業務改善への取組状況）

本施策に関する
専門家の意見等

　ＢＳアナログハイビジョン放送の終了に係るスケジュール及び必要な準備活動等について、総務省及び関係事業者等との連絡
会を設置し、周知の強化を図った。
　放送分野における視聴者保護についての取組状況等を分析するため、関係事業者等にアンケートを行い、実態を把握した。

情報提供等
を主とするも
の､その他

本施策に関する
課題等の状況

制 事


